
【目的】
保育所における0歳～2歳のFA児に対して、誤配誤食予防
対応を実施する上での困難や課題を明らかにする。
【方法】
研究期間：2022年4月～ 2022年10月
調査方法：A県内の公立認可保育所に勤務する園長5名、
保育士5名、看護師5名、調理員5名を職種ごとに4グルー
プに編成し、各職種で1回ずつFGIを実施した。インタビュ
ー内容：0歳～2歳のFA児の誤配誤食予防対応における困
難や課題はどのようなものか。分析方法：保育現場の状況
に応じたリアリティのある具体的な対応方法を抽出するた
め、システム理論を活用し、一次分析・二次分析・複合分析
を実施した。
【結果】
以下に【　】はストーリー場面、≪　≫は重要カテゴリーと
して説明する。
園長、保育士、看護師から【人的環境と徹底した安全確保
への困難と課題】は、≪勤務体制が異なることによる給食
時の人員不足への課題≫、【保護者へのアレルギー対応に
関する相互理解の困難】では≪保護者からのアレルギー
情報提供の不徹底≫や≪保護者とのアレルギー対応に対
する認識の相違≫があった。保育士は、≪アレルギー症状
の出現やアナフィラキシーに対する恐怖や対応への負担≫
≪安全確保を重視したマニュアル作成への負担≫等の
【保育士の負担】があった。調理員は、【調理環境におけ
るコンタミネーションの危険性】や【制限時間内での調理
工程の困難】を課題とし、≪発注の心理的負担≫等【調理
員の負担】があった。また、【誤食・ヒヤリハットが起きや
すい要因】では、保育士や看護師からは≪0歳から2歳の
行動特性、認知機能の発達による誤食の危険≫があった。
【考察】
人的環境と徹底した安全確保では、アレルギー対応把握
が困難な時期や、勤務体制における給食時の人員不足に
よる困難が明らかとなった。0歳～2歳の行動特性、認知機
能の発達による誤食の危険は、FA児に限らず、新規発症
の可能性もある他園児も含めて誤配誤食予防のための環
境確保及び安全管理に困難があり、FA対応における人材
確保や環境整備が必要不可欠であることが示唆された。
また、保育士は安全確保を重視したマニュアル作成への負
担があり、調理員は制限時間内での調理工程の困難や食
材発注の心理的負担があった。0歳～2歳のFA児の誤配
誤食予防対応において、全職種共通した困難や課題及び
各職種特有の困難や課題の特徴が明らかとなった。
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【目的】
保育所における0歳～2歳のFA(Food Allergy;以下 FA)児
に対する発達段階や行動特性の特徴を踏まえた誤配誤食
予防の工夫や実践内容を明らかにする。
【方法】
研究期間：2022年4月～ 2022年10月
調査方法：A県内の公立認可保育所の0歳～2歳児を保育し
ている保育所に勤務する園長5名、保育士5名、看護師5名、
調理員5名を職種ごとに4グループに編成し、各職種で1回
ずつFocus Group Interviewを実施した。インタビュー内
容：0歳～2歳のFA児の誤配誤食予防のため、どのようなこ
とを実施しているか。分析方法：保育現場の状況に応じたリ
アリティのある具体的な対応方法を抽出するため、システム
理論を活用し、一次分析・二次分析・複合分析を実施した。
【結果】
研究参加者のFA児対応の経験年数は、園長は4年～15年、
保育士は3年～4年、看護師は3年～10年以上、調理員は1
年～10年であった。以下に【　】はストーリー場面、≪　≫
は重要カテゴリーとして説明する。
 【安全を重視した給食提供】では、4職種は≪保護者と複
数の職員による献立確認≫や≪全職員による個別のアレ
ルギー情報共有の徹底≫≪離乳食との区別を明確にした
調理≫に心がけていた。また、【0歳から2歳児の行動特性
に応じた誤食予防】では≪誤食を起こしやすい行動特性≫
を捉え、≪発達に応じた給食環境の確保≫に努めていた。
【マニュアル作成と活用】では、≪各園の個別対応マニュ
アルに対して職員・保護者の共通理解≫を重要と捉え、≪
園独自のアレルギー対応マニュアル作成とその活用≫をし
ていた。【調理員の業務分担】は、調理員は≪離乳食やア
レルギー除去食を含む調理業務の役割分担≫を行い、
【安全な調理過程の工夫と徹底】として≪調理過程から
食事提供までの安全確保≫に努めていた。
【考察】
4職種は共通して、安全を重視した給食提供の徹底に心が
け、職員・保護者間の共通理解の重要性を認識し、マニュ
アル作成し活用していた。0歳から2歳児の行動特性に応
じた誤食予防では、FA児のみならず他園児の行動特性、
認知機能の発達を考慮した工夫や実践が明らかとなった。
システム理論を活用した分析により、FA児対応として各職
種の専門的役割や具体的な実施内容及び保護者、主治医、
職種間との連携の実際が示唆された。
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【はじめに】
障害児（者）のきょうだい児には、障害児（者）の世話をす
る負担、寂しさや疎外感、将来への不安があると報告され
ている。しかし、遺伝性希少難病児（者）のきょうだい児
（以下きょうだい児）に対する支援の実態を報告したもの
は見当たらない。本調査の目的は、母親から見たきょうだ
い児への心理・社会的影響と支援状況を明らかにし、支援
の課題を検討することである。
【研究方法】
2023年1月から12月、きょうだい児の母親6名に面接調査を
行い、得られたデータを質的記述的に分析した。所属大学
の倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【結果】
分析の結果9カテゴリーが抽出された。＜きょうだい児が親
をマッサージする＞など【きょうだい児は家族にとっての癒
し】であり、＜病児の吸引＞や＜病院の付き添い＞などで
【家族を支える】存在であった。きょうだい児への心理的
影響としては、＜病児の病状を心配する＞など【病児を気
に掛ける】一方で、＜病児への嫉妬心＞や＜友達を羨む＞
など【不満の表出】があること、＜何も言わず黙って従う＞
や＜迷惑をかけられない＞など【我慢する】様子が語られ
た。親は＜病児のいないきょうだいの時間＞など【親子の
時間】を設けており、きょうだい児の【将来への懸念事項】
として、＜遺伝子検査陰性に安堵＞し、＜病児をきょうだい
児に背負わせない＞ことを語っていた。きょうだい児の支
えになっていたのは、＜学生ボランティアの存在＞や＜訪
問看護師によるきょうだい支援＞など【きょうだい支援】を
受けることであり、将来は病児・障害児の【支援者として
就職】することを希望していた。
【考察】
きょうだい児への心理・社会的影響として、家族を支える
役割を担いつつも我慢や不満が明らかになり、先行研究
を支持していた。新たな知見として、大学生のボランティア
がきょうだい児の支えになっており、きょうだい児は将来、
病児・障害児の支援者として就職することを希望していた。
学生ボランティアによる支援が社会的促進につながると推
察された一方で、本調査におけるきょうだい支援は患者を
ケアする専門職による間接的な支援が多く、一時的な心理
的な緊張緩和やストレス解消の支援が中心であった。遺伝
性疾患であるため、きょうだい児のライフサイクルに応じた
長期的な支援が必要である。
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【背景・目的】
わが国の肥満傾向児の頻度は、小学校高学年で約９％は
肥満傾向児であり依然として高頻度である。
高松市では平成14年度より、市内全小学校の4年生児童を
対象に小児生活習慣病検診を施行している。検診では身
長・体重・血圧・腹囲などに加え、コレステロールなどの血
液検査や生活習慣に関するアンケートなどを行っている。
検診で異常を認めた児に対しては、医療機関で二次検診
を行うが、香川県小児科医会がマニュアルを作成し一貫し
た対応を行える体制を整えている。また香川大学小児科で
は2019年より小児生活習慣病外来を開設し、家族性高コ
レステロール血症やWilson病といった稀少疾患の診療を
行うとともに、肥満児に対する診療を行っている。本研究
では小児生活習慣病外来を受診した肥満症の児の肥満度
の変化などの臨床的効果について検討を行った。
【方法】
2019年4月から2023年12月までに香川大学小児科小児生
活習慣病外来を受診した肥満度20％以上の小児肥満症の
児を対象とした。初診時および受診後1年経過した時点で
の身長および体重から肥満度を算出し診療前後での変化
を検討した。また出生体重や家族歴の有無、神経発達症
の合併などについても検討した。
【結果】
69名の児（男児57名女児12名）が受診していた。初診時
の年齢は9.67±1.71歳であった。初診時の肥満度は平均
51.46±18.8％で、肥満度20～30％の軽度肥満の児が4名、
肥満度30～50%の中等度肥満の児が36名、肥満度50％
以上の高度肥満の児は30名であった。1年後の肥満度は
49.75±22.67％であった。診療後に肥満度が改善した児は
37名であった。肥満の程度では軽度肥満が4名中2名の改
善、中等度肥満の児では36名中25名であったのに対し、
高度肥満の児では30名中10名の改善で、肥満度が高いほ
ど改善率が低いという結果であった。
また神経発達症を合併する児は18名と約4分の1を占めた。
【結論】
小児生活習慣病予防検診を受診した肥満症の児の50.7％
が肥満度の改善を認めた。肥満度が高いほど改善率が低
く、高度肥満の児に対してより効果的な介入法を開発する
必要があると考えられた。
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